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解　題
池　田　眞　朗
　武蔵野大学では、2018 年４月に、大学院法学研究科ビジネス法務専攻修
士課程を開設した。その開設記念の第２回目の行事として、2019 年６月８
日に、シンポジウム「令和時代の金融法務イノベーション」を有明キャンパ
スにおいて開催した。
　本シンポジウムは、池田眞朗法学研究科長（副学長、法学部長）の開会挨
拶と本シンポジウムの趣旨説明をもって始まり、まず粟田口太郎本学特任教
授（弁護士）による基調講演「金融担保法の現代的課題―債権法改正・租税
法改正の議論を踏まえて」があってから、第１部「金融スキームの新しい動
向と IT化」に入った。
　第１部では、有吉尚哉本学特任教授（弁護士）の「資金調達のための法的
ツールと規制法・促進法」、小倉隆志Tranzax 創業者・（株）システム・ファ
イナンス代表取締役社長の「最近の IT インフラ発展に即した電子記録債権
の新たな活用」の二報告があってから、池田研究科長の司会で上記登壇者に
よるミニパネルディスカッションが行われた。
　そして休憩後に第２部「日本と中国における信託活用の最新問題」に入り、
まず招待講演として葛偉軍・中国上海財経大学法学院教授・副法学院長によ
る「中国における収益権信託の実務と発展」と題する講演があってから、朱
大明本学教授による「中国における信託商品の損失補填に対する政策―2018
年中国の新しい資管規定を中心に」、有吉尚哉本学特任教授による「日本に
おける信託の機能と商事信託としての活用」、粟田口太郎本学特任教授によ
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る「信託と倒産―金融法と倒産法の交錯と融合」の三報告が行われた。そし
て樋口範雄本学特任教授による総括コメントがなされた。
　本号では、以下にそのシンポジウムの全容を収録する。収録にあたっては、
趣旨説明をはじめ基調講演、招待講演や個別報告については、当日の割当て
時間が限られていたため、それぞれ必要な加筆や注記を加えて、論考の体裁
を整えたものを収録している。一方、ミニパネルディスカッションに関して
は、各人の発言内容を整えつつ、当日の議論の再現に努めている。
　当日は、弁護士、企業法務関係者、金融法務関係者、報道関係者などの参
加があり、盛況であった。ことに今回は、2018 年開催の第１回シンポジウ
ムの際に次回は金融法務関係でとの希望もあってこのようなラインナップに
なったものであるが、基調講演から第１部にかけては、債権法や担保法の改
正、規制法から促進法へという法の役割、そして IT 化・電子記録債権と、
金融法務におけるイノベィティブな側面を描き出そうとし、第２部では「信
託」というスキームの日中両国における最新の活用形態にスポットを当てて
分析を試みたものである。
　本研究科は、まだ全国的に数少ない「ビジネス法務」の最先端の研究拠点
として、また、社会人のキャリアアップ教育、産官学連携の研究教育等の機
関として、成果を挙げていくことが期待されているところであるが、今回は、
法学研究所に中国研究部門を置いてから最初のシンポジウムとなった。今後
は、わが国における中国法、日中比較法の研究拠点としても存在意義を高め
て行きたいと考えているところである（なお、シンポジウム開催後の 2019
年 11 月には、本学は社会情報大学院大学を中核拠点校とする「実務家教員
COE プロジェクト」の共同申請校として、文部科学省の「持続的な産学共
同人材養成システム構築事業」の補助金を受け、今後ビジネス法務を中心と
した高度専門教育の実務家教員を養成する取り組みに携わることになった）。
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